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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この細則は、愛川町開発指導要綱（以下「要綱」という。）の施行に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（基本計画書の提出） 

第２条 要綱第７条第２項に規定する基本計画書の提出に当たり必要な図書は、次の

とおりとする。 

図 書 の 種 類 縮   尺 備     考 

(1) 案内図 1／10,000 以上  

(2) 現況図 1／2,500 以上  

(3) 公図の写し   

(4) 実測図（求積図） 1／10,000 以上  

(5) 土地利用計画図（配置図） 1／500 以上  

(6) 造成計画図（平面図・断面図） 1／500 以上  

(7) 各階平面図 1／200 以上 中高層建築物のみ 

(8) 立面図 1／200 以上 中高層建築物のみ 

（協議書の提出） 

第３条 要綱第６条第３項に規定する協議書の提出に当たり必要な図書は、前条に定

めるもののほか、次のとおりとする。 

図 書 の 種 類 縮      尺 備  考 

(1) 委任状 

(2) 排水計画図（平面図・浸透処理施設構

造図・流量計算書） 
1/500以上 

 

(3) 公共公益施設の新旧対照の表及び図 1/500以上  

(4) 縦横断図 1/500以上  

(5) 施設詳細図 1/100以上  

(6) 近隣住民等周知報告書 

(7) ごみ集積所協議報告書 

(8) 日影図（建築基準法第５３条の２に規定する規制の範囲）（中高層建築物） 

（近隣住民等の範囲） 

第４条 要綱第２条第１項第７号の住民及び土地所有者は、冬至日の午前８時から午

後４時までの間に、日影に影響がある土地及び建築物の所有者又は居住者とし、電

波障害、風害等については影響を及ぼすと予想される範囲とする。 

（帰属関係図書） 

第５条 要綱第１６条第３項に規定する登記に必要な図書は、次のとおりとする。 

関係図書 部数 備       考 
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(1) 案内図 １ 位置を示したもの 

(2) 公図の写 １ 分筆後のもの 

(3) 土地全部事項証明書 １ 所有権以外の権利が抹消されたもの 

(4) 実測図 １  

(5) 登記嘱託承諾書 １ 用紙は町で配付 

(6) 登記原因証明情報 １ 用紙は町で配付 

(7) 印鑑証明書 １ 登記手続きに有効な印鑑証明 

(8) 資格証明書 １ 土地所有者が法人の場合に提出 

備考 公共施設ごとに提出すること。 

（公共公益施設の引継ぎ） 

第６条 要綱第１６条第５項に規定する開発行為等に関する公共公益施設の引継書の

提出に当たり必要な図書は、次のとおりとする。 

図書の種類 縮   尺 備    考 

(1) 案内図 1／10,000 以上  

(2) 完了図 1／500 以上  

(3) 確定測量図（地積測量図） 1／500 以上  

(4) 縦横断図 1／200 以上  

(5) 構造図 1／200 以上  

(6) 詳細図 1／100 以上  

 

第２章 道路 

（道路の管理基準） 

第７条 要綱第２０条に規定する管理基準は、次によるものとする。 

(1) 道路敷地内には、原則として、電柱等交通障害となる占用物件がなく、交差

個所には、必要なすみ切りが設置されていること。 

(2) 排水流末が公道又は公共用地等において確保されること。 

(3) 袋路状の道路については、延長が３５メートルを超える場合で、終端及び適

切な区間ごとに転回広場（建築基準法施行令第 144 条の４第１項第１号ハの規

定により、国土交通大臣が定める基準に適合したもの。）が設置されていること。 

（道路の幅員） 

第８条 要綱第２２条に規定する道路の幅員は、神奈川県開発許可事務処理要項によ

る道路の設計基準の規定によるもののほか、次によるものとする。 

(1) 開発区域内の６メートル未満の道路の最小幅員は４．７メートル以上とする。 

(2) 開発区域内の９メートル以上の道路は、歩車道を区分する。ただし、９メー

トル未満の道路を設置する場合で、町長が必要と認めたときは、歩道を設置す

るものとする。 
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（幅員構成） 

第９条 要綱第２２条に規定する道路幅員の構成は、次の表によるものとする。 

道路幅員 車道幅員 歩道幅員 路肩 

１２．０ｍ ６．０ｍ ２．５ｍ×２ ０．５ｍ×２ 

９．０ｍ ６．０ｍ ２．０ｍ×１ ０．５ｍ×１ 

４．７ｍ～６．０ｍ ４．７ｍ～６．０ｍ   

備考 歩道の巻込部及び横断歩道には、点字ブロック等を必要に応じて道路占用工事

等施行仕様書により施行すること。 

（道路の横断勾配） 

第１０条 要綱第２３条第１項に規定する道路の横断勾配は、次の表を基準とする。 

路 面 の 種 類 横 断 勾 配 

アスファルトコンクリート舗装 １．５％～２．０％ 

セメントコンクリート舗装 １．５％～２．０％ 

そ の 他 別 途 協 議 

２ 道路の曲線部は、原則として６パーセント以下の勾配とする 

（道路の交差） 

第１１条 要綱第２３条第１項に規定するすみ切りは、次の各号によるものとする。 

(1) 道路の交差部には、次の表による数値以上のすみ切りを設ける。 

すみ切りせん除（幅員は道路幅員 直近上位 交差角９０度前後の場合） 

道路幅員 １２．０ｍ ９．０ｍ ６．５ｍ ４．７ｍ 

１２．０ｍ ６．０ｍ ５．０ｍ ５．０ｍ  

９．０ｍ ５．０ｍ ５．０ｍ ５．０ｍ ３．０ｍ 

６．５ｍ ５．０ｍ ５．０ｍ ５．０ｍ ３．０ｍ 

４．７ｍ ５．０ｍ ３．０ｍ ３．０ｍ ３．０ｍ 

備考 交差角１３５度以上の場合は、すみ切りを設けないことができる。 

(2) 道路の交差点間隔は、交通の安全上適切な距離をとる。 

(3) 交差点の取付部及び交差点前後の相互区間の勾配は、できる限り緩やかにす

る。 

(4) 屈曲部の著しい道路には接続しない。 

（歩道の切下げ） 

第１２条 歩道の切下げは、次によるものとする。 

(1) 歩道の切下げは、車椅子、乳母車等の通行のため、車道巻込部ごとに道路占

用工事等施行仕様書により施行すること。 

(2) 歩道の巻込部及び横断歩道には、点字ブロック等を必要に応じて道路占用工

事等施行仕様書により施行すること。 

（車両出入りの歩道切下げ等） 
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第１３条 車両出入りの歩道切下げは、次によるものとする。 

(1) 工事の施行は、道路占用工事等施行仕様書による。 

(2) 横断歩道の設置個所及び交差点から５メートル以上の距離を保つこと。 

(3) 切下げの最大幅は、次の表の数値以下とする。ただし、大型、中型貨物自動

車等が出入りする場合の切下げは、旋回軌跡図により判定する。 

車       種 幅 

乗 用 、 小 型 貨 物 自 動 車 ４ｍ～６ｍ 

普通貨物自動車（総重量６ｔ未満） ８ｍ 

(4) 防護さくの取外しは支柱ごとに行い、既設防護さくにはそでレールを取付け、

危険防止を図る。 

(5) 車道に取り合わせる角度は、直角とする。 

２ 車両出入口の個所は、前項第２号の規定によるものとする。 

（断面構成） 

第１４条 要綱第２３条第２項に規定する道路の断面構造は、アスファルト舗装要綱

（社団法人日本道路協会発行）及び別表第１によるものとする。 

（道路排水） 

第１５条 要綱第２３条第８項に規定する排水施設は、次によるものとする。 

(1) 道路の排水施設は、Ｌ型側溝、Ｕ型側溝、その他適切な排水施設とし、道路

雨水の排水を適切に行うものとする。 

(2) Ｕ型側溝を用いる場合は、落ぶた式側溝を使用することとし、１０メートル

に１個所グレーチングぶたを設置する。 

(3) Ｌ型側溝を用いる場合は、相互の距離１０メートル以内に１個所雨水ますを

設け、取付管によりＵ型側溝等の排水施設に接続する。 

なお、取付管は、口径１５０ミリメートル以上、材質は硬質塩化ビニール管

を使用し、適切な管防護措置を講じるものとする。 

(4) Ｕ型側溝による施行が困難な場合に設ける排水管の径は２５０ミリメートル

以上、材質は硬質塩化ビニール管を使用し、適切な管防護措置を講じるものと

する。 

(5) 雨水ますの底部には、取付管低部より１５センチメートル以上の土砂留めを設

ける。 

(6) Ｌ型側溝用雨水ますのふたは、グレーチング製を原則として使用する。 

(7) 前各号に定めるものの工事は、道路占用工事等施行仕様書により施行するこ

と。 

 (8) 開発区域に接続する既存道路に適切な排水施設がない場合に設ける排水施設

については、前１号から４号によるものとする。 

（道路工事施行） 
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第１６条 要綱第２６条に規定する道路占用等許可については、愛川町道路占用規則

（平成 15 年愛川町規則第２号）によるものとする。 

（道路の付属施設等） 

第１７条 要綱第２７条に規定する交通安全施設は、交通事故防止のため道路占用工

事等施行仕様書の防護等の施設を設けるものとする。 

 

第３章 下水道 

（下水道施設技術基準） 

第１８条 要綱第２９条第２項に規定する雨水排水施設の基準は、下水道施設計画・

設計指針と解説（社団法人日本下水道協会発行。以下「設計指針」という。）に基

づくものとし、下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）等関係法令の定めによる。 

（雨水浸透施設） 

第１９条 要綱第２９条第２項の規定により設置する雨水浸透施設は、雨水を放流さ

せ地下浸透させるトレンチ式等の施設とし、別表第２によるものとする。 

（雨水調整施設） 

第２０条 要綱第２９条第４項に規定する雨水調整は、雨水の流出を一時的に貯留さ

せ、調整放流が可能な築堤式又は掘込式とする。 

２ 前項に規定する雨水調整施設は、要綱第８条に定められた審議により設置するも

のとする。 

（公共下水道への接続許可） 

第２１条 要綱第３０条第１項に規定する排水を接続する場合は、下水道法、愛川町

下水道条例（昭和 50 年愛川町条例第８号）及び関係法令に基づき町長の許可を受け

なければならない。 

２ 前項の規定により公共下水道への接続については、別表第３によるものとする。 

（排水施設） 

第２２条 要綱第３０条第２項に規定する排水施設に当たり、汚水及び生活雑排水の

処理については、合併処理浄化槽を設置すること。 

２ 前項の規定により処理された排水については、開発区域内において浸透処理する

こととし、構造は別表第４によるものとする。ただし、放流先の管理者の許可等が

ある場合は、この限りでない。 

 

第４章 公園等 

（位置等） 

第２３条 要綱第３５条第１項に規定する設置基準は、次によるものとする。 

(1) 環境保全及び都市景観を考慮するとともに、日照等が確保できる位置及び形状

とし、災害時の避難に適するよう急傾斜地を含まず、かつ、４．７メートル以上
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の公道に接するよう配置するものとする。 

(2) 開発区域に隣接して町の所有する既存公園があるときは、既存公園に接して公

園等を設置するものとする。 

 

第５章 消防 

（防火水槽の構造） 

第２４条 要綱第３８条第２項に規定する消防水利のうち防火水槽の構造は、原則と

して、二次製品耐震性防火水槽（財団法人日本消防設備安全センターの形式認定を

受けたもの。）とし、それによりがたい場合は、町長の指示する構造で施行するも

のとする。その際のコンクリート設計基準強度及び呼び強度は２１以上とする。 

（消火栓の構造） 

第２５条 消防水利の標識及び表示は、消防水利のふたからおおむね５メートル以内

の個所に別表第５による標識を設置するものとする。 

２ 消防水利の道路標示は、別表第６によるものとする。 

（ホース格納箱等の設置） 

第２６条 消防水利のうち消火栓を設置する場合は、消火栓から５メートル以内の個

所に別表第７によるホース格納箱を設置するものとする。 

 

第６章 公共施設 

（ごみ集積所の設置） 

第２７条 要綱第３９条第５項に規定するごみ集積所は、別表第８により設置するも

のとする。 

（区域外駐車場） 

第２８条 駐車場のうち区域外に確保する台数については、協議完了までに別表第９

を町長に提出するものとする。 

（反射鏡） 

第２９条 要綱第４３条に規定する反射鏡は、鏡面については化学強化ガラスとし、

その他の構造及び仕様については、別表第１０により施行するものとする。 

（防犯灯） 

第３０条 要綱第４４条に規定する防犯灯は、町長の承認を得た製品を使用すること。 

 

第７章 埋蔵文化財 

（埋蔵文化財） 

第３１条 要綱第４８条第３項に規定する図書は、神奈川県埋蔵文化財事務処理要綱

（平成 12 年 3 月 31 日、最終改正平成 19 年 2 月 16 日）第２条第２項及び同条第３

項の様式により行うものとし、添付書類は、次のとおりとする。 
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図書の種類 縮  尺 備     考 

案内図   

土地利用計画図 1／500 以上  

造成計画図（平面図、縦横図） 1／500 以上 建物基礎を明記 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１６年４月１日から適用する。 

（旧要綱の廃止） 

２ 愛川町開発指導要綱（平成１０年４月１日制定。以下「旧要綱」という。）は、廃

止する。 

（経過措置） 

３ この要綱の施行の際、現に旧要綱の規定により同意及び協議がなされたものにつ

いては、なお従前の例による。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 
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別表第１（第１４条関係） 
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別表第２（第１９条関係） 

 

(1) 雨水トレンチ 

 設計条件 

  トレンチを並列させる場合には、管中心間の距離を２．０ｍ以上とする。 

  構造物からの距離は、１．０ｍ以上離すこと。 

  単位浸透量Ｋ値を浸透試験により決定する場合は、試験値の８０パーセントとする。 

  浸透管は、透水性のコンクリート管及び有孔管（塩ビ管）を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  土壌の浸透係数 Ｋ＝０．２１㎥／ｈｒ・㎡（舗装したに埋設する場合は、Ｋの値を 

 ０．１㎥／ｈｒ・㎡）とする。 

  空隙率  ＝３８．５％ 

  浸透量 Ｓ＝Ｋ×（２ａ＋ｂ）×１．０ｍ（㎥／ｈｒ・㎡） 

  空隙量 Ｇ＝ａ×ｂ×０．３８５×１．０ｍ（㎥／㎡） 

 

 

(2) 浸透桝（桝の深さは１．０ｍを限度とする。）Ｋ＝０．２１㎥／ｈｒ・㎡ 

  浸透面積（㎡／個所・側面と底面の合計） 

   丸型 Ｓ＝{（２×３．１４×Ｒ×Ｈ）＋（３．１４×Ｒ×Ｒ）}×Ｋ 

 

   角型 Ｓ＝{（４×Ａ×Ｈ）＋（Ａ×Ａ）}×Ｋ 

  ＊ 雨水トレンチとして使用する場合、管の繋がっている面は浸透面から除くこと。 

＊ 
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内容量（㎥／個所） 

 丸型 Ｖ＝３．１４×ｒ×ｒ×Ｈ 

 角型 Ｖ＝ａ×ａ×Ｈ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 浸透型Ｕ字溝 

浸透量 Ｓ（㎥／ｈｒ・ｍ） 

  Ｋ＝０．２１㎥／ｈｒ・㎡ 

  Ｓ＝Ｋ×ａ×２×１ 

 

内容量（㎥／個所） 

Ｖ ＝ 
（Ｂ＋ｂ）×Ａ 

２ 
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集計表（小数点以下第３位を切り捨て） 

 

雨
水
ト
レ
ン
チ 

浸透量 Ｓ＝ 

空隙量 Ｇ＝ 

延 長 Ｌ＝ 

処理量 Ｔ１＝（Ｓ＋Ｇ）×Ｌ 

浸 

透 

桝 

浸透量 Ｓ＝ 

内容量 Ｖ＝ 

設置数 ｎ＝ 

処理量 Ｔ２＝（Ｓ＋Ｖ）×ｎ 

集 

水 

桝 

浸透量 Ｓ＝ 

内容量 Ｖ＝ 

設置数 ｎ＝ 

処理量 Ｔ３＝（Ｓ＋Ｖ）×ｎ 

浸
透
型
Ｕ
字
溝 

浸透量 Ｓ＝ 

内容量 Ｖ＝ 

延 長 Ｌ＝ 

処理量 Ｔ４＝（Ｓ＋Ｖ）×ｎ 

処理能力  Ｑ㎥／ｈｒ ＜ Ｔ１＋Ｔ２＋Ｔ３＋Ｔ４ 
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別表第３（第２１条関係） 
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別表第４（第２２条関係） 

 

 浸透桝  Ｋ＝０．２１㎥／ｈｒ・㎡ 

  浸透面積（㎡／個所・側面と底面の合計） 

  Ｓ＝｛（２×３．１４×Ｒ×Ｈ）＋（３．１４×ｒ×ｒ）｝×Ｋ 

 

  内容量（㎥／個所） 

  Ｖ＝３．１４×ｒ×ｒ×Ｈ 
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別表第５（第２５条関係） 
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別表第６（第２５条関係） 
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別表第７（第２６条関係） 
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別表第８（第２８条関係） 
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別表第９（第２８条関係） 

 

区 域 外 駐 車 場 報 告 書 

 

愛川町開発指導要綱の規定により、区域外に確保する自動車駐車場については、次のと

おりとなりましたので報告します。 

 

年   月   日  

 

愛 川 町 長 殿 

 

事業主 
住所 

氏名  

 

 

１ 建 築 物 の 計 画 戸 数  

２ 区域内駐車場の台数  

３ 区域外駐車場の台数  

４ 区域外駐車場の所在地  

５ 区域外駐車場の所有者  

６ 添 付 図 書 □ 案内図 

□ 駐車場配置図 

□ 公図写し 

□ 土地全部事項証明書 

□ 土地所有者との契約書又は承諾書 

 

承   諾   書 

年   月   日 

上記のとおり駐車場の使用について承諾します。 

 

所有者 
住所 

氏名                
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別表第１０（第２９条関係） 

 

 


